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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

営業収益 (百万円) 57,391 60,654 65,193 118,173 124,083

経常利益 (百万円) 3,947 5,661 6,306 9,590 11,506

中間(当期)純利益 (百万円) 2,694 3,225 3,261 5,989 6,999

純資産額 (百万円) 90,923 97,208 104,714 94,465 100,463

総資産額 (百万円) 145,626 148,120 152,422 146,804 152,890

１株当たり純資産額 (円) 1,226.20 1,311.74 1,413.51 1,271.55 1,353.16

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 37.74 43.51 44.02 79.70 91.63

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.4 65.6 68.7 64.4 65.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,848 6,154 4,574 10,320 13,436

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △11,441 △7,361 △6,602 △9,202 △5,426

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,720 △2,891 △5,654 △693 △5,039

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 11,947 11,127 10,599 15,166 18,231

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
6,090 
(1,741)

6,101
(1,720)

6,396
(1,945)

6,180 
(1,797)

6,196
(1,815)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第63期の１株当たり配当額には、創立50周年記念配当２円を含んでおります。 

  

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

営業収益 (百万円) 37,912 39,085 41,725 78,127 79,949

経常利益 (百万円) 2,495 3,185 3,585 6,017 6,301

中間(当期)純利益 (百万円) 1,869 1,821 1,882 3,868 3,989

資本金 (百万円) 11,316 11,316 11,316 11,316 11,316

発行済株式総数 (株) 74,239,892 74,239,892 74,239,892 74,239,892 74,239,892

純資産額 (百万円) 68,084 71,771 76,240 70,481 73,563

総資産額 (百万円) 112,967 114,979 116,168 109,813 112,370

１株当たり純資産額 (円) 918.18 968.49 1,029.15 949.69 991.87

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 26.18 24.58 25.42 52.19 52.81

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 7.00 8.00 9.00 17.00 17.00

自己資本比率 (％) 60.3 62.4 65.6 64.2 65.5

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
2,619 
(707)

2,656
(670)

2,725
(721)

2,726 
(713)

2,727
(707)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 従業員欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員数であります。 

３ 全社共通は、管理部門の従業員数であります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 従業員欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び一部連結子会社と労働組合においては、労使団結の精神に徹して健全なあゆみを続けており、特記すべ

き事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

運送事業 1,954( 517) 

倉庫事業 327( 81) 

梱包事業 2,457(1,191) 

その他事業 1,249( 86) 

全社共通 409( 70) 

合計 6,396(1,945) 

従業員数(名) 2,725(721) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、順調な企業業績の改善や、民間設備投資の堅調な増加等が見られ、

個人消費・雇用情勢に関しても、改善を続けており、全般的に景気は緩やかながらも回復をいたしました。 

当物流業界におきましては、貨物輸送量につきましては、景気の回復に伴い改善の兆しが見られるものの、原油

価格の高騰による燃料費の増大等、コストが上昇していく中、依然として顧客による物流費引下げの要請は続いて

おり、非常に厳しい状況のまま推移いたしました。 

当社グループはこのような環境のもとで、業務拡大のため愛知県小牧市等に建物を、埼玉県日高市・千葉県佐倉

市等に土地を取得し、積極的な営業展開を行ってまいりました。 

営業収益につきましては、651億93百万円と前年同期比7.5％の増加となりました。その要因といたしましては、

国内においては景気の回復による輸送量の増加や高水準の在庫量、自動車整備販売事業の好調等による増加等があ

り、海外においてはタイ子会社の順調な業務拡大によるものであります。 

営業利益につきましては、58億55百万円と前年同期比12.0％の増加となりました。その主な要因といたしまして

は、高止まりを続ける原油価格の影響による燃料費の上昇や、米国子会社の業務量減少に伴う利益の減少がありま

したが、高水準の預り貨物の保管量に支えられた売上増に伴う利益の増加や自動車整備販売事業の好調及び不動産

賃貸事業の新規物件の寄与等によるものであります。 

経常利益につきましては、63億６百万円と前年同期比11.4％の増加となりました。その要因といたしましては、

受取配当金や持分法による投資利益の増加等により営業外収益は６億75百万円と前年同期比11.3％の増加となり、

営業外費用は、シンジケートローン組成に伴う諸手数料等により２億24百万円と前年同期比28.3％の増加となった

ことであります。 

中間純利益につきましては、32億61百万円と前年同期比1.1％の増加となりました。営業利益や経常利益より増益

率の下がった要因といたしましては、当中間連結会計期間において固定資産の減損に係る会計基準の適用に伴い、

特別損失として減損損失を４億66百万円計上したことが主なものであります。 

  

セグメント別の営業概況は次のとおりであります。 

① 事業の種類別セグメントの業績 

運送事業 

景気の回復に伴い全般的に輸送量が増加したことにより、運送事業収入は290億79百万円と前年同期比5.9％の

増収となりました。営業利益は、増収効果に加え、連結の範囲の変更による連結子会社の増加による利益の押し

上げがあったものの、原油価格の高騰による燃料費の増大を補うことができず、12億72百万円と前年同期比1.4％

の減益となりました。 

  



倉庫事業 

高水準の保管量に支えられた売上増により、倉庫事業収入は89億11百万円と前年同期比8.0％の増収となりまし

た。営業利益は増収効果等により、29億円と前年同期比21.5％の増益となりました。 

梱包事業 

米国子会社において業務量の減少がありましたが、納入代行業務や輸出梱包作業をはじめとする各種梱包業務

の受注の増加等により、梱包事業収入は187億45百万円と前年同期比9.9％の増収となりました。営業利益は、経

費の削減等を推し進め、また増収効果による利益の増加もありましたが、米国子会社の業務量の減少に伴う利益

の減少を補うことができず、８億７百万円と前年同期比15.1％の減益となりました。 

その他事業 

主に自動車整備販売事業及び不動産賃貸事業の増加により、その他事業収入は84億56百万円と前年同期比7.2％

の増収となりました。営業利益は、自動車整備販売事業による売上の回復による利益の改善や新規不動産賃貸物

件の寄与等があり、７億４百万円と前年同期比76.8％の増益となりました。 

  

② 所在地別セグメントの業績 

日本 

景気の回復による輸送量の増加や高水準の在庫量、納入代行業務の増加等があり、営業収益は583億99百万円と

前年同期比7.4％の増収となりました。営業利益は、原油価格の高騰による燃料費の増大等のコストアップ要因が

あったものの、増収効果等に支えられ、54億18百万円と前年同期比19.2％の増益となりました。 

北米 

梱包事業における業務量の減少がありましたが、保管量の増加や請求方法の変更等があり、営業収益は50億19

百万円と前年同期比0.2％の増収となりました。営業利益は、業務量減少に伴う売上の減少等により、３億40百万

円と前年同期比42.8％の減益となりました。 

アジア 

主要取引先の順調な生産量の拡大による業務量の増加等があり、営業収益は17億74百万円と前年同期比42.7％

の増収となりました。営業利益は、燃料費の高騰や、業務量増加に対応する人件費の増大等があり、96百万円と

前年同期比9.6％の増益にとどまりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末

に比べて76億31百万円(41.9％)減少し、当中間連結会計期間末には105億99百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は45億74百万円となり、前中間連結会計期間に比べ、15億80百万円(25.7％)減少い

たしました。これは親会社において手形債権の流動化を前中間連結会計期間より始めたことで、前中間連結会計期

間は売上債権が減少し、キャッシュインの増加となりましたが、当中間連結会計期間には大きな変動がなく、この

影響で29億90百万円の減少となったことなどが主な要因であります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果支出した資金は66億２百万円となり、前中間連結会計期間に比べ、７億59百万円(10.3％)減少い

たしました。これは運用期間が３ヶ月超の中期的投資の取得による支出が前年同期に比べて減少したことなどが主

な要因であります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果支出した資金は56億54百万円となり、前中間連結会計期間に比べ、27億63百万円(95.6％)増加い

たしました。これは社債の償還による支出が前年同期に比べて増加したことなどが主な要因であります。 

  



２ 【販売の状況】 

(1) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 
  

３ この表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

運送事業 29,079 5.9 

倉庫事業 8,911 8.0 

梱包事業 18,745 9.9 

その他事業 8,456 7.2 

合計 65,193 7.5 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

本田技研工業㈱ 8,160 13.5 8,564 13.1 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

(1) 提出会社 

  

(注) 投下資本の金額は有形固定資産の帳簿価額で、建設仮勘定の金額は含まれておりません。 

  

(2) 国内子会社 

  

(注) 投下資本の金額は有形固定資産の帳簿価額で、建設仮勘定の金額は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名) 建物及び

構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

工具・
器具 
及び備品

土地
合計 

面積(㎡) 金額

佐倉営業所 
(千葉県佐倉市) 

運送事業 
倉庫事業 
梱包事業 

土地取得 ― ― ― 11,546 290 290 57

狭山ターミナル営業所 
(埼玉県日高市) 

運送事業 
倉庫事業 

賃借土地 
買取 ― ― ― 28,957 1,001 1,001 154

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名) 建物及び

構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

工具・
器具 
及び備品

土地
合計 

面積(㎡) 金額

㈱メイコン 本社営業所 
(愛知県小牧市) 倉庫事業 倉庫建替 284 24 ― ― ― 309 74



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更等 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について、重要な変更はな

く、「１ 主要な設備の状況」に記載のもの以外の重要な設備計画の完了はありません。 

  

(2) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

① 提出会社 

  

  

② 国内子会社 

  

  

③ 在外子会社 

  

  

(3) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 

投資予定額
資金調達
方法 着手年月 完了予定年月 完成後の

増加能力 総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

愛知流通センター 
営業所 
(愛知県西加茂郡三好
町) 

運送事業 
倉庫事業 
梱包事業 

土地取得 
倉庫新設 5,500 ― 自己資金 平成17年８月 平成18年12月 保管能力

2.7％増加 

長野営業所 
(長野県千曲市) 

運送事業 
倉庫事業 
梱包事業 

土地取得 
倉庫新設 755 ― 自己資金 平成18年１月 平成18年４月 保管能力

0.5％増加 

神奈川営業所 
(神奈川県藤沢市) 

運送事業 
倉庫事業 
その他事業 

倉庫新設 430 42 自己資金 平成17年８月 平成17年12月 保管能力
0.2％増加 

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 
セグメント
の名称 

設備の内容 

投資予定額
資金調達
方法 着手年月 完了予定年月 完成後の

増加能力総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

日本運輸㈱ 未定 
(埼玉県飯能市) 運送事業 土地取得 300 ―

自己資金
及び 
借入金 

平成18年１月 平成18年３月 ― 

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 
セグメント
の名称 

設備の内容 

投資予定額
資金調達
方法 着手年月 完了予定年月 完成後の

増加能力 総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

NK PARTS 
INDUSTRIES, 
INC. 

East Liberty 
Branch 
(米国 
オハイオ州 
イーストリバテ
ィ) 

倉庫事業 
梱包事業 倉庫新設 512 77 自己資金 平成17年11月 平成18年６月 保管能力

0.7％増加 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 152,000,000

計 152,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 74,239,892 74,239,892
株式会社
東京証券取引所 
市場第一部 

― 

計 74,239,892 74,239,892 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 74,239,892 ― 11,316 ― 12,332



(4) 【大株主の状況】 
平成17年９月30日現在 

  
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２ 次の法人から、大量保有報告書(変更報告書)の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、

当中間会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には反映して

おりません。 

  なお、シュローダー投信投資顧問株式会社については共同保有者(他２社)、株式会社三菱東京フィナンシャル・グループ

(平成17年10月１日 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループに社名変更)については共同保有者(株式会社東京三菱銀

行他３社)の保有数を含めて記載しております。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,994 10.77

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 6,160 8.30

黒 岩 恒 雄 茨城県古河市牧野地459番地 3,699 4.98

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞ヶ関３丁目７番３号 3,296 4.44

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１番１号 2,449 3.30

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 2,230 3.00

ジェーピーモルガン 
チェースバンク 
(常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行) 

ウルゲートハウス、コールマンストリー
ト、ロンドン EC2D 2HD 英国 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

2,076 2.80

資産管理サービス信託銀行 
株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟 

2,032 2.74

メロンバンクトリーティー 
クライアンツオムニバス 
(常任代理人 香港上海銀行) 

ワン ボストン プレイス
ボストン、MA02108 米国 
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 

2,016 2.72

ザチェースマンハッタンバンク 
エヌエイロンドン 
(常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行) 

ウルゲートハウス、コールマンストリー
ト、ロンドン EC2P 2HD 英国 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

1,803 2.43

計 ― 33,756 45.47

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 7,994千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 6,160千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 2,032千株

大量保有者名 シュローダー投信投資顧問株式会社 

住所 東京都千代田区丸の内一丁目11番１号 

所有株式数 9,224千株 

保有割合 12.42％ 

提出日 平成17年１月14日 

報告義務発生日 平成17年１月６日 

    

大量保有者名 株式会社三菱東京フィナンシャル・グループ 

住所 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 

所有株式数 4,595千株 

保有割合 6.19％ 

提出日 平成16年11月15日 

報告義務発生日 平成16年10月31日 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が13,000株含まれております。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権の数13個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 159,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

73,646,000 
73,646 ― 

単元未満株式 普通株式 434,892 ― ― 

発行済株式総数 74,239,892 ― ― 

総株主の議決権 ― 73,646 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本梱包運輸倉庫㈱ 

東京都中央区明石町 
６番17号 

159,000 ― 159,000 0.21

計 ― 159,000 ― 159,000 0.21



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,229 1,198 1,215 1,260 1,329 1,378

最低(円) 1,072 1,123 1,126 1,201 1,185 1,216



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金    6,276 7,157  12,541 

２ 受取手形及び 
  営業未収入金    22,040 23,605  23,181 

３ 有価証券    13,491 7,096  7,494 

４ たな卸資産    361 484  457 

５ 繰延税金資産    1,207 1,329  1,253 

６ 金銭債権信託受益権    950 1,469  600 

７ その他 ※３  1,288 1,939  2,572 

８ 貸倒引当金    △43 △39  △49 

流動資産合計    45,571 30.8 43,044 28.2  48,051 31.4

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

(1) 建物及び構築物 ※1,2  29,500 29,791  30,223 

(2) 機械装置 
  及び運搬具 ※１  3,819 4,266  3,969 

(3) 工具・器具及び 
  備品 ※１  780 723  729 

(4) 土地 ※２  46,592 47,548  46,593 

(5) 建設仮勘定    521 635  392 

有形固定資産合計    81,215 54.8 82,965 54.4  81,908 53.6

２ 無形固定資産    396 0.3 406 0.3  387 0.3

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券    17,927 22,399  19,156 

(2) 繰延税金資産    1,289 1,426  1,392 

(3) その他    2,311 2,784  2,587 

(4) 貸倒引当金    △591 △604  △594 

投資その他の資産 
合計    20,936 14.1 26,005 17.1  22,542 14.7

固定資産合計    102,548 69.2 109,377 71.8  104,838 68.6

資産合計    148,120 100.0 152,422 100.0  152,890 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び 
  営業未払金    9,881 11,486  11,009 

２ 短期借入金 ※２  2,547 1,354  1,436 

３ 一年以内に償還 
  予定の社債 ※２  10,000 600  10,600 

４ 未払法人税等    2,204 2,597  2,699 

５ 賞与引当金    2,077 2,182  2,063 

６ その他 ※５  6,819 6,912  7,580 

流動負債合計    33,530 22.7 25,134 16.5  35,389 23.1

Ⅱ 固定負債         

１ 社債 ※２  5,600 5,000  5,000 

２ 長期借入金 ※２  2,672 6,517  2,064 

３ 繰延税金負債    4,436 5,779  4,843 

４ 退職給付引当金    3,265 3,650  3,477 

５ 役員退職慰労引当金    603 513  649 

６ その他    163 314  287 

固定負債合計    16,741 11.3 21,776 14.3  16,323 10.7

負債合計    50,271 34.0 46,910 30.8  51,712 33.8

          

(少数株主持分)         

少数株主持分    640 0.4 797 0.5  715 0.5

          

(資本の部)         

Ⅰ 資本金    11,316 7.6 11,316 7.4  11,316 7.4

Ⅱ 資本剰余金    12,332 8.3 12,332 8.1  12,332 8.1

Ⅲ 利益剰余金    67,662 45.7 73,238 48.1  70,838 46.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    6,214 4.2 8,098 5.3  6,442 4.2

Ⅴ 為替換算調整勘定    △194 △0.1 △119 △0.1  △325 △0.2

Ⅵ 自己株式    △123 △0.1 △151 △0.1  △141 △0.1

資本合計    97,208 65.6 104,714 68.7  100,463 65.7

負債、少数株主持分 
及び資本合計    148,120 100.0 152,422 100.0  152,890 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 営業収益    60,654 100.0 65,193 100.0   124,083 100.0

Ⅱ 営業原価    52,582 86.7 56,298 86.4   107,487 86.6

営業総利益    8,071 13.3 8,894 13.6   16,596 13.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  2,842 4.7 3,039 4.6   5,888 4.8

営業利益    5,228 8.6 5,855 9.0   10,708 8.6

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   131   94 251   

２ 受取配当金   83   115 145   

３ 賃貸料収入   50   43 92   

４ 持分法による 
  投資利益   144   187 324   

５ 為替差益   24   31 11   

６ その他   173 606 1.0 202 675 1.0 361 1,186 1.0

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   154   165 333   
２ シンジケートローン 
  手数料   ―   25 ―   

３ その他   20 174 0.3 32 224 0.3 54 388 0.3

経常利益    5,661 9.3 6,306 9.7   11,506 9.3

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ 2   3 594   

２ 貸倒引当金戻入益   ―   6 ―   

３ 役員退職慰労 
  引当金戻入益   0 2 0.0 1 11 0.0 0 594 0.5

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※３ 4   11 12   

２ 固定資産除却損 ※４ 50   49 84   

３ 減損損失 ※５ ―   466 ―   

４ その他   ― 54 0.1 64 590 0.9 0 97 0.1

税金等調整前 
中間(当期)純利益    5,609 9.2 5,727 8.8   12,003 9.7

法人税、住民税 
及び事業税   2,447   2,681 4,971   

法人税等調整額   △108 2,338 3.8 △312 2,368 3.6 △90 4,880 4.0

少数株主利益    45 0.1 97 0.2   123 0.1

中間(当期)純利益    3,225 5.3 3,261 5.0   6,999 5.6



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   12,332 12,332   12,332

Ⅱ 資本剰余金増加高     

 １ 自己株式処分差益 ― ― 0 0 ― ―

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  12,332 12,332   12,332

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   65,356 70,838   65,356

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 3,225 3,225 3,261 3,261 6,999 6,999

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 741 666 1,334 

２ 役員賞与 177 919 194 861 182 1,517

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  67,662 73,238   70,838



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 5,609 5,727 12,003

２ 減価償却費  2,057 2,107 4,348

３ 減損損失  ― 466 ―

４ 賞与引当金の増減額  82 119 57

５ 貸倒引当金の増減額  12 0 16

６ 退職給付引当金の増減額  142 173 345

７ 役員退職慰労引当金の 
増減額 

 △32 △136 10

８ 受取利息及び受取配当金  △214 △210 △396

９ 支払利息  154 165 333

10 持分法による投資利益  △144 △187 △324

11 固定資産売却益  △2 △3 △594

12 固定資産除却損  50 49 84

13 固定資産売却損  4 11 12

14 売上債権の増減額  2,632 △358 1,697

15 その他資産の増減額  △254 △390 △218

16 仕入債務の増減額  △790 476 338

17 その他負債の増減額  △459 △505 471

18 役員賞与の支払額  △177 △195 △182

19 その他  △23 △6 △35

小計  8,646 7,303 17,968

20 利息及び配当金の受取額  224 242 407

21 利息の支払額  △154 △184 △328

22 法人税等の支払額  △2,561 △2,786 △4,610

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 6,154 4,574 13,436



  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による 
支出 

 △100 △180 △348

２ 定期預金の払戻による 
収入 

 100 130 385

３ 有価証券の取得による 
支出 

 △9,688 △5,686 △16,064

４ 有価証券の売却による 
収入 

 5,586 4,786 17,262

５ 有形固定資産の取得に 
よる支出 

 △2,227 △4,468 △5,777

６ 有形固定資産の売却に 
よる収入 

 7 83 845

７ 無形固定資産の取得に 
よる支出 

 △16 △30 △21

８ 投資有価証券の取得に 
よる支出 

 △1,004 △865 △2,526

９ 投資有価証券の売却に 
よる収入 

 ― 501 507

10 貸付けによる支出  △184 △67 △479

11 貸付金の回収による収入  216 65 498
12 金銭債権信託受益権の 
取得による支出 

 △950 △4,349 △3,450

13 金銭債権信託受益権の 
売却による収入 

 900 3,479 3,750

14 その他  ― 0 △7
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △7,361 △6,602 △5,426

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  1,834 1,100 2,671
２ 短期借入金の返済による 
支出 

 △2,214 △1,100 △3,960

３ 長期借入れによる収入  ― 5,000 ―
４ 長期借入金の返済による 
支出 

 △630 △627 △1,258

５ コマーシャルペーパー 
  発行による収入 

 2,000 ― 4,000

６ コマーシャルペーパー 
  償還による支出 

 △3,000 ― △5,000

７ 社債の償還による支出  △100 △10,000 △100
８ 自己株式の取得・売却 
による収支 

 △40 △10 △58

９ 配当金の支払額  △741 △666 △1,334
10 少数株主への配当金の 
支払額 

 ― △9 ―

11 その他  ― 659 ―
財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,891 △5,654 △5,039

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 59 50 41

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増加額(△減少額) 

 △4,039 △7,631 3,011

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 15,166 18,231 15,166

Ⅶ 合併による現金及び現金 
  同等物増加額 

 ― ― 53

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 11,127 10,599 18,231



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社は16社であり、次

のとおりであります。 

株式会社日本陸送 

株式会社メイコン 

日本運輸株式会社 

株式会社オートテクニック 

株式会社オートテクニック 

ジャパン 

株式会社デポックス 

エヌケイエンジニアリング 

株式会社 

株式会社熊本運輸 

日本梱包運輸株式会社 

NK PARTS INDUSTRIES,INC. 

株式会社東倉庫 

株式会社テクニックサービス 

日輸商事株式会社 

株式会社ホンダプリモ埼玉南 

A.N.I.LOGISTICS,LTD. 

NK AMERICA,INC. 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社は18社であり、次

のとおりであります。 

株式会社日本陸送 

株式会社メイコン 

日本運輸株式会社 

株式会社オートテクニック 

株式会社オートテクニック 

ジャパン 

株式会社デポックス 

エヌケイエンジニアリング 

株式会社 

株式会社ニッコン九州 

日本梱包運輸株式会社 

NK PARTS INDUSTRIES,INC. 

株式会社東倉庫 

株式会社テクニックサービス 

日輸商事株式会社 

株式会社ホンダプリモ埼玉南 

A.N.I. LOGISTICS,LTD. 

NK AMERICA,INC. 

NKA TRANSPORTATION,INC. 

NKA LOGISTICS,INC. 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社は18社であり、次

のとおりであります。 

株式会社日本陸送 

株式会社メイコン 

日本運輸株式会社 

株式会社オートテクニック 

株式会社オートテクニック 

ジャパン 

株式会社デポックス 

エヌケイエンジニアリング 

株式会社 

株式会社ニッコン九州 

日本梱包運輸株式会社 

NK PARTS INDUSTRIES,INC. 

株式会社東倉庫 

株式会社テクニックサービス 

日輸商事株式会社 

株式会社ホンダプリモ埼玉南 

A.N.I. LOGISTICS,LTD. 

NK AMERICA,INC. 

NKA TRANSPORTATION,INC. 

NKA LOGISTICS,INC. 

  

 NKA TRANSPORTATION, INC. 

(平成16年10月設立)及びNKA 

LOGISTICS,INC.(平成16年10月

設立)については、当連結会計

年度から連結の範囲に含めてお

ります。 

 (2) 非連結子会社は13社であり、

次のとおりであります。 

株式会社セフテック 

コスモ技研株式会社 

有限会社北海物流サービス 

南京日梱儲運実業有限公司 

有限会社セフテック栃木 

有限会社セフテック熊本 

株式会社中国物流サービス 

NIPPON KONPO (THAILAND) 

CO.,LTD. 

株式会社ニッコン松山 

NIPPON KONPO 

PHILIPPINES,INC. 

有限会社セフテック新潟 

株式会社テクニカルニッポン 

PT NIPPON KONPO INDONESIA 

 (2) 非連結子会社は12社であり、

次のとおりであります。 

株式会社セフテック 

有限会社北海物流サービス 

日梱物流(中国)有限公司 

有限会社セフテック栃木 

有限会社セフテック熊本 

株式会社中国物流サービス 

NIPPON KONPO(THAILAND) 

CO.,LTD. 

株式会社ニッコン松山 

NIPPON KONPO 

PHILIPPINES,INC. 

有限会社セフテック新潟 

株式会社テクニカルニッポン 

PT NIPPON KONPO INDONESIA 

 (2) 非連結子会社は12社であり、

次のとおりであります。 

株式会社セフテック 

有限会社北海物流サービス 

日梱物流(中国)有限公司 

有限会社セフテック栃木 

有限会社セフテック熊本 

株式会社中国物流サービス 

NIPPON KONPO(THAILAND) 

CO.,LTD. 

株式会社ニッコン松山 

NIPPON KONPO 

PHILIPPINES,INC. 

有限会社セフテック新潟 

株式会社テクニカルニッポン 

PT NIPPON KONPO INDONESIA 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 上記非連結子会社は総資産・

営業収益・利益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等の観点から

みていずれも小規模であり、全

体としても中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないた

め連結の範囲から除外したもの

であります。 

 上記非連結子会社は総資産・

営業収益・利益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等の観点から

みていずれも小規模であり、全

体としても中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないた

め連結の範囲から除外したもの

であります。 

 上記非連結子会社は資産・営

業収益・利益及び利益剰余金等

の観点からみていずれも小規模

であり、全体としても連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため連結の範囲から除外し

たものであります。 

 なお、従来当社の持分法適用

非連結子会社でありましたコス

モ技研㈱は平成16年10月１日付

で、従来当社の連結子会社であ

った㈱熊本運輸を吸収合併し、

商号を㈱ニッコン九州に変更い

たしました。㈱ニッコン九州に

つきましては、その重要性が増

したため、平成17年３月期より

連結子会社としております。 

 また、日梱物流(中国)有限公

司は平成16年11月に南京日梱儲

運実業有限公司から社名を変更

しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 非連結子会社11社及び関連会

社富田―日梱儲運(広州)有限公

司に対する投資については、持

分法を適用しております。 

 なお、非連結子会社株式会社

テ ク ニ カ ル ニ ッ ポ ン、PT 

NIPPON KONPO INDONESIA及び関

連会社センコン物流株式会社、

ダイヤロジスティクスサービス

株式会社については、利益及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

の観点からみていずれも小規模

であり、全体としても中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないので持分法の適用から

除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 非連結子会社10社及び関連会

社富田―日梱儲運(広州)有限公

司、アイパック㈱に対する投資

については、持分法を適用して

おります。 

 なお、非連結子会社㈱テクニ

カ ル ニ ッ ポ ン、PT  NIPPON 

KONPO INDONESIA及び関連会社

センコン物流㈱については、利

益及び利益剰余金等の観点から

みていずれも小規模であり、全

体としても中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないの

で持分法の適用から除外してお

ります。 

 また、従来持分法の適用を除

外していたアイパック㈱につき

ましては、その重要性が増した

ため、当中間連結会計期間より

持分法を適用しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 非連結子会社10社及び関連会

社富田―日梱儲運(広州)有限公

司に対する投資については、持

分法を適用しております。 

 なお、非連結子会社㈱テクニ

カ ル ニ ッ ポ ン、PT  NIPPON 

KONPO INDONESIA及び関連会社

センコン物流㈱、アイパック㈱

(平成16年12月株式取得)につい

ては、利益及び利益剰余金等の

観点からみていずれも小規模で

あり、全体としても連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていな

いので持分法の適用から除外し

ております。 

 (2) 持分法の適用会社のうち、中

間決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の中

間会計期間にかかる中間財務諸

表を使用しております。 

 (2)     同左  (2) 持分法の適用会社のうち、決

算日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度に

かかる財務諸表を使用しており

ます。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社のうち、A.N.I. 

LOGISTICS, LTD. の中間決算日

は、平成16年６月30日でありま

す。 

  なお、中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の中間財

務諸表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社のうち、A.N.I. 

LOGISTICS, LTD. の中間決算日

は、平成17年６月30日でありま

す。 

  なお、中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の中間財

務諸表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社のうち、A.N.I. 

LOGISTICS, LTD. の決算日は、平

成16年12月31日であります。 

  なお、連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

   有価証券 

    ａ 満期保有目的の債券 

       …償却原価法 

        (定額法) 

  ①有価証券 

    ａ 満期保有目的の債券 

       …同左 

  ①有価証券 

    ａ 満期保有目的の債券 

       …同左 

    ｂ その他有価証券 

      時価のあるもの 

       …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

    ｂ その他有価証券 

      時価のあるもの 

       …同左 

    ｂ その他有価証券 

      時価のあるもの 

       …決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

    時価のないもの 

     …主に移動平均法による

原価法 

    時価のないもの 

     …同左 

    時価のないもの 

     …同左 

――――― 

  

  ②デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務 

    時価法 

  ②デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務 

       同左 

   たな卸資産 

    貯蔵品……主に最終仕入原

価法による原価

法により評価し

ております。 

  ③たな卸資産 

    貯蔵品……主に最終仕入原

価法による原価

法 

  ③たな卸資産 

    貯蔵品……同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

    主に定率法を採用しており

ます。 

    ただし、国内連結会社は平

成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用し

ており、取得価額が100千円

以上200千円未満の少額減価

償却資産については、３年間

で均等償却する方法を採用し

ております。 

    なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物 
及び構築物 

10～31年

機械装置 
及び運搬具 

４～12年

工具・器具 
及び備品 

４～10年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

    主に定率法を採用しており

ます。 

    ただし、国内連結会社は平

成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用し

ており、取得価額が100千円

以上200千円未満の少額減価

償却資産については、３年間

で均等償却する方法を採用し

ております。 

    なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物 
及び構築物 

10～40年

機械装置 
及び車両運搬具

４～17年

工具・器具 
及び備品 

４～10年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

    定額法を採用しておりま

す。 

    ただし、国内連結会社のソ

フトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

  ②無形固定資産 

    定額法を採用しておりま

す。 

    なお、国内連結会社のソフ

トウェア(自社利用分)につい

ては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を

採用しております。 

  ②無形固定資産 

同左 



  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額を計上し

ております。 

  ②賞与引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

    国内連結会社は従業員の退

職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

    数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

  ③退職給付引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

    国内連結会社は従業員の退

職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

    数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ④役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

  ④役員退職慰労引当金 

同左 

  ④役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用して

おります。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    金利スワップについては、

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、為替予約が付

されている外貨建金銭債権債

務等については、振当処理を

行っております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…金利スワップ

取引 

    ヘッジ対象…社債 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…金利スワップ

及び為替予約 

    ヘッジ対象…社債及び貸付

金 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…同左 

  

    ヘッジ対象…同左 

  ③ヘッジ方針 

    社債利息の削減を目的とし

て、金利スワップ取引を行っ

ております。 

  ③ヘッジ方針 

    金利リスク及び為替リスク

をヘッジする目的に限定して

おります。 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジの有効性の評価 

    ヘッジの開始時から有効性

判定の時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段

の相場変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎にして

判断しております。 

  ④ヘッジの有効性の評価 

    ヘッジの開始時から有効性

判定の時点までの期間におい

て、ヘッジ手段とヘッジ対象

の相場変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎にして

判断しております。また、為

替予約の締結時に、リスク管

理方針に従って、外貨建によ

る同一金額で同一期日の為替

予約をそれぞれ振当てている

ため、その後の為替相場の変

動による相関関係は、完全に

確保されているので中間決算

日における有効性の評価を省

略しております。 

  ④ヘッジの有効性の評価 

    ヘッジの開始時から有効性

判定の時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段

の相場変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎にして

判断しております。また、為

替予約の締結時に、リスク管

理方針に従って、外貨建によ

る同一金額で同一期日の為替

予約をそれぞれ振当てている

ため、その後の為替相場の変

動による相関関係は、完全に

確保されているので決算日に

おける有効性の評価を省略し

ております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (6) 消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

 (6) 消費税等の会計処理 

同左 

 (6) 消費税等の会計処理 

同左 

 (7) 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

   中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない、取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

 (7) 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

同左 

 (7) 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない、取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計適用指

針第６号)を、当中間連結会計期間

から適用しております。この変更に

より、税金等調整前中間純利益は

466百万円減少しております。 

――――― 



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割69百万円につ

いては、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

―――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が145百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

が、それぞれ145百万円減少してお

ります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、67,500百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、70,422百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、69,065百万円でありま

す。 

※２ 担保資産 

このうち社債600百万円及び

設備資金借入金518百万円

(長期借入金323百万円、短

期借入金(一年以内返済予定

の長期借入金)195百万円)の

担保に供しているものは次

のとおりであります。 

  

建物及び 
構築物 

1,705百万円(帳簿価額)

土地 2,104百万円(帳簿価額)

計 3,809百万円(帳簿価額)

※２ 担保資産 

このうち一年以内に償還予

定の社債600百万円及び設備

資金借入金323百万円(長期

借入金229百万円、短期借入

金(一年以内に返済予定の長

期借入金)94百万円)の担保

に供しているものは次のと

おりであります。 

建物及び 
構築物 

1,644百万円(帳簿価額)

土地 2,104百万円(帳簿価額)

計 3,748百万円(帳簿価額)

※２ 担保資産 

このうち一年以内に償還予

定の社債600百万円及び設備

資金借入金420百万円(長期

借入金245百万円、短期借入

金(一年以内に返済予定の長

期借入金)175百万円)の担保

に供しているものは次のと

おりであります。 

建物及び
構築物 

1,693百万円(帳簿価額) 

土地 2,104百万円(帳簿価額) 

計 3,797百万円(帳簿価額) 

 ３    ―――――  ３    ――――― ※３ 流動資産「その他」のうち

現先取引による短期貸付金

は、1,500百万円でありま

す。当該現先取引にかかる

担保受入有価証券の連結貸

借対照表日の時価は、1,496

百万円であります。 

 ４ 手形信託譲渡高 
手形信託 
譲渡高 

2,386百万円

 ４ 手形信託譲渡高 
手形信託
譲渡高 

2,461百万円

 ４ 手形信託譲渡高 
手形信託
譲渡高 

2,491百万円

※５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

 ５    ――――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。 

 人件費 1,867百万円

 (賞与引当 
  金繰入額) 

(193百万円)

 (退職給付 
  引当金 
  繰入額) 

(49百万円)

 (役員退職 
  慰労引当 
  金繰入額) 

(47百万円)

 減価償却費 152百万円

 租税公課 159百万円

 旅費交通費 128百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。 

 人件費 1,998百万円

 (賞与引当
  金繰入額)

(216百万円)

 (退職給付
  引当金 
  繰入額) 

(47百万円)

 (役員退職
  慰労引当 
  金繰入額)

(58百万円)

 減価償却費 139百万円

 租税公課 156百万円

 旅費交通費 125百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。 

人件費 3,730百万円 

(賞与引当
  金繰入額)

(203百万円)

(退職給付
  引当金 
  繰入額) 

(95百万円)

(役員退職
  慰労引当 
  金繰入額)

(91百万円)

減価償却費 321百万円 

租税公課 435百万円 

旅費交通費 253百万円 

貸倒引当金
 繰入額 

16百万円 

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

 機械装置 
 及び運搬具 

2百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

 機械装置
 及び運搬具

3百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

機械装置
 及び運搬具

9百万円 

土地 585百万円 

計 594百万円 

※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

 機械装置 
 及び運搬具 

3百万円

 工具・器具 
 及び備品 

1百万円

計 4百万円

※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

 機械装置
 及び運搬具

7百万円

 工具・器具
 及び備品 

4百万円

計 11百万円

※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

機械装置
 及び運搬具

11百万円 

工具・器具
 及び備品 

1百万円 

計 12百万円 

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

 建物及び 
 構築物 

41百万円

 機械装置 
 及び運搬具 

8百万円

 工具・器具 
 及び備品 

0百万円

 無形固定 
 資産 

0百万円

 固定資産 
 解体費用 

0百万円

計 50百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

 建物及び
 構築物 

28百万円

 機械装置
 及び運搬具

19百万円

 工具・器具
 及び備品 

1百万円

 無形固定
 資産 

0百万円

 固定資産
 解体費用 

0百万円

計 49百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物及び
 構築物 

44百万円 

機械装置
 及び運搬具

27百万円 

工具・器具
 及び備品 

3百万円 

無形固定
 資産 

4百万円 

投資その他
 の資産の 
 「その他」

2百万円 

固定資産
 解体費用 

3百万円 

計 84百万円 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ５    ――――― ※５ 減損損失の内容は次のとおり

であります。 

 当中間連結会計期間におい

て、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしま

した。 
  
用途 種類 場所 減損損失

遊休地 土地 群馬県前橋市 176百万円

遊休地 土地 茨城県
ひたちなか市

266百万円

遊休地 土地 滋賀県甲賀市 23百万円

 ５    ――――― 

   当社の主たる事業である運

送、倉庫、梱包等事業につい

ては、複合一環物流ネットワ

ークにより事業用資産を使用

していることから、全ての資

産が一体となってキャッシ

ュ・フローを生成しているた

め、複合一環物流ネットワー

クにより使用している事業用

資産全体を一つの資産グルー

プとし、一方、遊休資産につ

いては個別の資産グループと

して、資産のグルーピングを

実施しております。 

 また、連結子会社及び持分

法適用関係会社については、

事業用資産については原則と

して各社を一つの単位とし、

遊休資産については、個別の

資産グループとして資産のグ

ルーピングを実施しておりま

す。 

 その結果、上記の遊休土地

については、今後も確実な使

用の目処が立っておらず、か

つ回収可能価額が帳簿価額を

下回っているため、当該減少

額を減損損失(466百万円)と

して特別損失に計上しまし

た。なお、当該遊休地の回収

可能価額は、固定資産税評価

額を使用しております。 

  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

現金及び 
預金勘定 

6,276百万円

有価証券勘定 13,491百万円

計 19,767百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金等 

△8,640百万円

現金及び 
現金同等物 

11,127百万円

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

現金及び 
預金勘定 

7,157百万円

有価証券勘定 7,096百万円

取得日から３ヶ
月以内に償還期
限の到来する短
期投資 

600百万円

計 14,854百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える
定期預金等 

△4,254百万円

現金及び 
現金同等物 

10,599百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

現金及び
預金勘定 

12,541百万円

有価証券勘定 7,494百万円

取得日から３ヶ
月以内に償還期
限の到来する短
期投資 

1,500百万円

計 21,536百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金等 

△3,304百万円

現金及び
現金同等物 

18,231百万円



(リース取引関係) 

  

  
次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(注) 取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間

期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっており

ます。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

106 80 25

工具・ 
器具及 
び備品 

502 201 301

無形固 
定資産 153 86 67

合計 762 367 394

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(注)     同左 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

43 31 11

工具・ 
器具及 
び備品 

463 233 229

無形固 
定資産 124 47 76

合計 631 313 317

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

(注) 取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装
置及び 
運搬具 

97 80 16 

工具・
器具及 
び備品 

486 219 266 

ソフト
ウェア
( 無 形
固定資
産に含
む) 

83 29 54 

合計 667 330 337 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、支払利子

込み法によっております 

１年以内 130百万円

１年超 264百万円

合計 394百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注)     同左 

１年以内 115百万円

１年超 202百万円

合計 317百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額の算定は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法によっ

ております。 

１年以内 114百万円

１年超 223百万円

合計 337百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 
支払リース
料 

77百万円

減価償却費
相当額 

77百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 
支払リース
料 

66百万円

減価償却費
相当額 

66百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 
支払リース
料 

148百万円

減価償却費
相当額 

148百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

  未経過リース料 

１年以内 148百万円

１年超 173百万円

合計 322百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

  未経過リース料 

１年以内 120百万円

１年超 105百万円

合計 226百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

  未経過リース料 

１年以内 141百万円

１年超 109百万円

合計 251百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券  

① 社債 3,308 3,342 33

② その他 2,202 2,184 △18

計 5,510 5,526 15

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(2) その他有価証券  

① 株式 2,871 13,110 10,238

② その他 28 34 5

計 2,899 13,144 10,244

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

① 子会社株式 1,807

② 関連会社株式 908

計 2,716

(2) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 9,988

(3) その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 59



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券  

① 社債 506 544 38

② その他 1,499 1,500 0

計 2,005 2,044 38

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(2) その他有価証券  

① 株式 3,203 16,849 13,645

② その他 729 724 △5

計 3,933 17,574 13,640

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

① 子会社株式 1,747

② 関連会社株式 1,011

計 2,758

(2) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 7,096

(3) その他有価証券 

非上場株式 59



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
連結貸借

対照表計上額(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券  

① 社債 507 544 37

② その他 1,499 1,490 △9

計 2,006 2,035 28

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(2) その他有価証券  

① 株式 3,203 14,060 10,856

② その他 529 530 0

計 3,733 14,590 10,857

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

① 子会社株式 1,488

② 関連会社株式 1,011

計 2,500

(2) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 7,494

(3) その他有価証券 

 非上場株式 59



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

複合金融商品関連 

  

(注) １ 前中間連結会計期間 

デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

２ 当中間連結会計期間及び前連結会計年度 

① 時価の算定方法については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

② 組込デリバティブを合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品全体を時価評価し、評価差額を損益に

計上しております。 

③ 契約額等には、当該複合金融商品(他社株転換社債)の額面金額を記載しております。 

  

  

区分 種類 

前中間連結会計期間 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(平成17年９月30日) 
前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

契約額等

(百万円) 
時価 
(百万円) 

評価損益

(百万円) 
契約額等

(百万円) 
時価

(百万円) 
評価損益

(百万円) 
契約額等

(百万円) 
時価 
(百万円) 

評価損益

(百万円) 

市場取引以外

の取引 
他社株転換社債 ― ― ― 701 682 △18 501 494 △7

合計 ― ― ― 701 682 △18 501 494 △7



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 運送事業………四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・農業用機械の輸送 

(2) 倉庫事業………四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・農業用機械の保管 

(3) 梱包事業………作業請負・自動車部品等の納入代行・輸出梱包 

(4) その他事業……通関業・車両等の修理及び販売・預り商品のテスト・石油製品の販売・損害保険代理業・不動産の売

買、賃貸及びその仲介管理・廃棄物の処理及び収集に関する事業 

３ 配賦不能営業費用に該当するものはありません。 

  

  

(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 運送事業………四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・住宅設備・農業用機械の輸送 

(2) 倉庫事業………四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・住宅設備・農業用機械の保管 

(3) 梱包事業………作業請負・自動車部品等の納入代行・輸出梱包 

(4) その他事業……通関業・車両等の修理及び販売・預り商品のテスト・石油製品の販売・損害保険代理業・不動産の売

買、賃貸及びその仲介管理・廃棄物の処理及び収集に関する事業 

３ 配賦不能営業費用に該当するものはありません。 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

運送事業 
(百万円) 

倉庫事業 
(百万円) 

梱包事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

27,460 8,253 17,049 7,890 60,654 ― 60,654

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

56 96 177 340 671 (671) ―

計 27,516 8,350 17,227 8,230 61,326 (671) 60,654

営業費用 26,225 5,963 16,276 7,832 56,298 (872) 55,425

営業利益 1,291 2,387 950 398 5,027 201 5,228

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

運送事業 
(百万円) 

倉庫事業 
(百万円) 

梱包事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

29,079 8,911 18,745 8,456 65,193 ― 65,193

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

36 133 267 379 817 (817) ―

計 29,116 9,044 19,013 8,836 66,010 (817) 65,193

営業費用 27,843 6,144 18,205 8,131 60,325 (987) 59,338

営業利益 1,272 2,900 807 704 5,685 170 5,855



  

  
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 運送事業………四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・住宅設備・農業用機械の輸送 

(2) 倉庫事業………四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・住宅設備・農業用機械の保管 

(3) 梱包事業………作業請負・自動車部品等の納入代行・輸出梱包 

(4) その他事業……通関業・車両等の修理及び販売・預り商品のテスト・石油製品の販売・損害保険代理業・不動産の売

買、賃貸及びその仲介管理・廃棄物の処理及び収集に関する事業 

３ 配賦不能営業費用に該当するものはありません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

運送事業 
(百万円) 

倉庫事業 
(百万円) 

梱包事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

56,324 16,835 35,189 15,734 124,083 ― 124,083

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

107 214 381 727 1,431 (1,431) ―

計 56,431 17,050 35,571 16,461 125,515 (1,431) 124,083

営業費用 53,759 12,154 33,727 15,547 115,189 (1,813) 113,375

営業利益 2,672 4,895 1,843 914 10,325 382 10,708



【所在地別セグメント情報】 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米……米国 

(2) アジア……タイ 

３ 配賦不能営業費用に該当するものはありません。 

  

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米……米国 

(2) アジア……タイ 

３ 配賦不能営業費用に該当するものはありません。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

日本 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

54,400 5,011 1,242 60,654 ― 60,654

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

51 64 0 116 (116) ―

計 54,451 5,076 1,243 60,771 (116) 60,654

営業費用 49,906 4,481 1,154 55,542 (116) 55,425

営業利益 4,544 595 88 5,228 ― 5,228

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

日本 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

58,399 5,019 1,774 65,193 ― 65,193

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

39 33 1 74 (74) ―

計 58,438 5,053 1,775 65,267 (74) 65,193

営業費用 53,020 4,713 1,678 59,412 (74) 59,338

営業利益 5,418 340 96 5,855 ― 5,855



  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米……米国 

(2) アジア……タイ 

３ 配賦不能営業費用に該当するものはありません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

日本 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

111,450 9,909 2,724 124,083 ― 124,083

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

122 112 0 236 (236) ―

計 111,572 10,022 2,725 124,320 (236) 124,083

営業費用 101,994 9,114 2,502 113,612 (236) 113,375

営業利益 9,577 907 222 10,708 ― 10,708



【海外売上高】 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米……米国 

(2) アジア……タイ、インドネシア、フィリピン、中国、シンガポール、台湾 

(3) その他……英国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米……米国 

(2) アジア……タイ、インドネシア、フィリピン、中国、マレーシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米……米国 

(2) アジア……タイ、インドネシア、フィリピン、中国、シンガポール、台湾 

(3) その他……英国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

北米 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,014 1,334 0 6,348

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 60,654

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

8.3 2.2 0.0 10.5

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

  北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,019 1,874 6,894

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 65,193

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

7.7 2.9 10.6

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

北米 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 9,917 2,921 0 12,839

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 124,083

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

8.0 2.3 0.0 10.3



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,311円74銭 １株当たり純資産額 1,413円51銭 １株当たり純資産額 1,353円16銭

１株当たり中間純利益 43円51銭 １株当たり中間純利益 44円02銭 １株当たり当期純利益 91円63銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益 

 

中間(当期)純利益 
(百万円) 

3,225 3,261 6,999

普通株主に帰属しない 
金額(百万円) 

― ― 208

(うち利益処分による 
役員賞与金)(百万円) 

(―) (―) (208)

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円) 

3,225 3,261 6,790

普通株式の 
期中平均株式数(千株) 

74,123 74,084 74,109



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

① 決算日後の状況 

該当事項はありません。 

  

② 重要な訴訟事件等 

㈱損害保険ジャパンは、当社に対して、当社が保管中の商品につき、当社の不法行為により損害を被ったとし

て、損害賠償請求訴訟(総額約47億円)を平成16年１月に東京地方裁判所に提訴し、現在係争中であります。 

当社の見解といたしましては、当該業務において当社の不法行為はないものと考え、正当な論拠を主張するこ

とにより、勝訴することを確信しております。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金    1,708 1,916  1,144 

２ 受取手形    772 801  886 

３ 営業未収入金    14,641 15,472  15,358 

４ 有価証券    13,491 7,096  7,494 

５ たな卸資産    160 158  160 

６ 繰延税金資産    638 691  650 

７ 金銭債権信託 
受益権 

   950 1,469  600 

８ その他 ※３  1,091 1,694  2,414 

９ 貸倒引当金    △40 △33  △42 

流動資産合計    33,412 29.1 29,265 25.2  28,666 25.5

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物    18,615 18,850  19,544 

(2) 車両運搬具    2,102 2,411  2,246 

(3) 土地    37,229 38,013  37,164 

(4) 上記以外の 
有形固定資産 

   3,465 3,066  3,242 

有形固定資産 
合計 

   61,412 53.4 62,341 53.7  62,197 55.4

２ 無形固定資産    247 0.2 236 0.2  232 0.2

３ 投資その他の 
資産 

        

(1) 投資有価証券    17,787 21,936  18,980 

(2) 上記以外の 
投資その他の 
資産 

   2,602 2,774  2,701 

(3) 貸倒引当金    △245 △229  △236 

(4) 投資損失 
引当金 

   △238 △157  △171 

投資その他の 
資産合計 

   19,905 17.3 24,324 20.9  21,274 18.9

固定資産合計    81,566 70.9 86,902 74.8  83,704 74.5

資産合計    114,979 100.0 116,168 100.0  112,370 100.0



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形    1,889 1,416  1,933 

２ 営業未払金    4,904 6,674  5,739 

３ 短期借入金    6,913 1,060  1,060 

４ 預り金    ― 7,451  274 

５ 一年以内に償還 
予定の社債 

   10,000 ―  10,000 

６ 未払法人税等    1,356 1,428  1,596 

７ 賞与引当金    1,127 1,179  1,072 

８ 固定資産購入 
支払手形 

   1,890 589  1,668 

９ その他 ※２  3,197 2,869  3,530 

流動負債合計    31,277 27.2 22,669 19.5  26,874 23.9

Ⅱ 固定負債         

１ 社債    5,000 5,000  5,000 

２ 長期借入金    2,349 6,288  1,818 

３ 繰延税金負債    4,174 5,456  4,539 

４ 役員退職慰労 
引当金 

   374 342  402 

５ その他    32 171  172 

固定負債合計    11,931 10.4 17,258 14.9  11,932 10.6

負債合計    43,208 37.6 39,928 34.4  38,807 34.5

(資本の部)         

Ⅰ 資本金    11,316 9.8 11,316 9.7  11,316 10.1

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金    12,332 12,332  12,332 

２ その他 
資本剰余金 

   ― 0  ― 

資本剰余金合計    12,332 10.7 12,332 10.6  12,332 11.0

Ⅲ 利益剰余金         

１ 利益準備金    1,426 1,426  1,426 

２ 任意積立金    38,539 41,117  38,539 

３ 中間(当期) 
未処分利益 

   2,511 2,649  4,086 

利益剰余金合計    42,477 37.0 45,192 38.9  44,052 39.2

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

   5,767 5.0 7,550 6.5  6,003 5.3

Ⅴ 自己株式    △123 △0.1 △151 △0.1  △141 △0.1

資本合計    71,771 62.4 76,240 65.6  73,563 65.5

負債・資本合計    114,979 100.0 116,168 100.0  112,370 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益    39,085 100.0 41,725 100.0   79,949 100.0

Ⅱ 営業原価    34,748 88.9 37,020 88.7   71,009 88.8

営業総利益    4,336 11.1 4,705 11.3   8,940 11.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

   1,600 4.1 1,627 3.9   3,349 4.2

営業利益    2,736 7.0 3,077 7.4   5,591 7.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  610 1.5 723 1.7   1,080 1.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  161 0.4 216 0.5   369 0.5

経常利益    3,185 8.1 3,585 8.6   6,301 7.9

Ⅵ 特別利益    22 0.1 32 0.1   688 0.9

Ⅶ 特別損失 ※４  49 0.1 478 1.2   68 0.1

税引前中間 
(当期)純利益 

   3,157 8.1 3,138 7.5   6,921 8.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,334   1,440 2,740   

法人税等調整額   1 1,335 3.4 △185 1,255 3.0 192 2,932 3.7

中間(当期) 
純利益 

   1,821 4.7 1,882 4.5   3,989 5.0

前期繰越利益    689 766   689 

中間配当額    ― ―   592 

中間(当期)未処分 
利益 

   2,511 2,649   4,086 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券の評価基準及び評価方

法 

   満期保有目的の債券 

    …償却原価法(定額法) 

   子会社株式及び関連会社株式 

    …移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

     (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

   満期保有目的の債券 

同左 

   子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

   満期保有目的の債券 

同左 

   子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

    時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

 ②    ―――――  ②デリバティブ取引により生じる

正味の債権及び債務 

 ②デリバティブ取引により生じる

正味の債権及び債務の評価基準

及び評価方法 

     時価法 同左 

 ③たな卸資産  ③たな卸資産  ③たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

   貯蔵品…最終仕入原価法によ

る原価法 

同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

   定率法 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額法

を採用しており、取得価額が

100千円以上200千円未満の少額

減価償却資産については、３年

間で均等償却する方法を採用し

ております。 

   なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

   建物     15～31年 

   車両運搬具  ４～６年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

   定額法 

   ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しております。 

 ②無形固定資産 

   定額法 

   なお、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく

定額法を採用しております。 

 ②無形固定資産 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

 ②投資損失引当金 

   関係会社に対する投資損失に

備えるため、関係会社の財政状

態等を検討し、個別に必要額を

計上しております。 

 ②投資損失引当金 

同左 

 ②投資損失引当金 

同左 

 ③賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上してお

ります。 

 ③賞与引当金 

同左 

 ③賞与引当金 

同左 

 ④退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。数理計算上

の差異は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌期から費

用処理することとしておりま

す。 

 ④退職給付引当金 

同左 

 ④退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により、それ

ぞれ発生の翌期から費用処理す

ることとしております。 

 ⑤役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく中

間期末要支給額を計上しており

ます。 

 ⑤役員退職慰労引当金 

同左 

 ⑤役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

５ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては、繰

延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っており

ます。 

５ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 



    

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…金利スワップ取

引 

   ヘッジ対象…社債 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…金利スワップ及

び為替予約 

   ヘッジ対象…社債及び貸付金 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…同左 

  

   ヘッジ対象…同左 

 ③ヘッジ方針 

   社債利息の削減を目的として

金利スワップ取引を行っていま

す。 

 ③ヘッジ方針 

   金利リスク及び為替リスクを

ヘッジする目的に限定しており

ます。 

 ③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性の評価 

   ヘッジの開始時から有効性判

定の時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断してお

ります。 

 ④ヘッジ有効性の評価 

   ヘッジの開始時から有効性判

定の時点までの期間において、

ヘッジ手段とヘッジ対象の相場

変動の累計を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断してお

ります。また、為替予約の締結

時に、リスク管理方針に従っ

て、外貨建による同一金額で同

一期日の為替予約をそれぞれ振

当てているため、その後の為替

相場の変動による相関関係は、

完全に確保されているので中間

決算日における有効性の評価を

省略しております。 

 ④ヘッジ有効性の評価 

   ヘッジの開始時から有効性判

定の時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断してお

ります。また、為替予約の締結

時に、リスク管理方針に従っ

て、外貨建による同一金額で同

一期日の為替予約をそれぞれ振

当てているため、その後の為替

相場の変動による相関関係は、

完全に確保されているので決算

日における有効性の評価を省略

しております。 

６ 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

６ 消費税等の会計処理 

同左 

６ 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計適用指

針第６号)を、当中間会計期間から

適用しております。この変更によ

り、税引前中間純利益は442百万円

減少しております。 

――――― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― 

  

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「預り金」(前中間会計期間

317百万円)については、資産総額の100分の５超となっ

たため、当中間会計期間より区分掲記しております。 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割67百万円について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

―――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が140百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、そ

れぞれ140百万円減少しておりま

す。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 
有形固定資産 
減価償却累計 
額合計額 

50,320百万円 ※１ 
有形固定資産 
減価償却累計 
額合計額 

52,229百万円 ※１ 
有形固定資産 
減価償却累計 
額合計額 

51,385百万円

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

 ２    ――――― 

 ３    ―――――  ３    ――――― ※３ 流動資産「その他」のうち現

先取引による短期貸付金は、

1,500百万円であります。当

該現先取引にかかる担保受入

有価証券の貸借対照表日の時

価は、1,496百万円でありま

す。 

 ４ 手形信託譲渡高 

手形信託譲渡高 

  2,386百万円 

 ４ 手形信託譲渡高 

手形信託譲渡高 

  2,461百万円 

 ４ 手形信託譲渡高 

手形信託譲渡高 

2,491百万円 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

 受取利息 34百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

 受取利息 33百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

 受取利息 65百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

 支払利息 20百万円

 社債利息 122百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

 支払利息 13百万円

 社債利息 148百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

 支払利息 48百万円

 社債利息 277百万円

３ 減価償却実施額 

 有形固定 
 資産 

1,392百万円

 無形固定 
 資産 

6百万円

３ 減価償却実施額 

 有形固定 
 資産 

1,448百万円

 無形固定 
 資産 

6百万円

３ 減価償却実施額 

 有形固定 
 資産 

2,960百万円

 無形固定 
 資産 

12百万円

 ４    ――――― ※４ 減損損失の内容は次のとおり

であります。 

 当中間会計期間において、

以下の資産グループについて

減損損失を計上いたしまし

た。 
  
用途 種類 場所 減損損失

遊休地 土地 群馬県前橋市 176百万円

遊休地 土地 茨城県
ひたちなか市 266百万円

 ４    ――――― 

   当社の主たる事業である運

送、倉庫、梱包等事業につい

ては、複合一環物流ネットワ

ークにより事業用資産を使用

していることから、全ての資

産が一体となってキャッシ

ュ・フローを生成しているた

め、複合一環物流ネットワー

クにより使用している事業用

資産全体を一つの資産グルー

プとし、一方、遊休資産につ

いては個別の資産グループと

して、資産のグルーピングを

実施しております。 

 その結果、上記の遊休土地

については、今後も確実な使

用の目処が立っておらず、か

つ回収可能価額が帳簿価額を

下回っているため、当該減少

額を減損損失(442百万円)と

して特別損失に計上しまし

た。なお、当該遊休地の回収

可能価額は、固定資産税評価

額を使用しております。 

  



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
  

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器
具備品
「上記
以外の
有形固
定資産
に 含
む」 

449 163 286

無形固 
定資産 79 20 59

合計 529 183 345

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
  

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器
具備品
「上記
以外の
有形固
定資産
に 含
む」 

432 212 219

無形固 
定資産 120 46 73

合計 553 259 293

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

  

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器
具備品
「上記
以外の
有形固
定資産
に 含
む」 

453 197 255 

無形固
定資産 79 28 51 

合計 533 225 307 

(注)取得価額相当額の算定は、有形

固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

(注)     同左 (注)取得価額相当額の算定は、有形

固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法に

よっております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 103百万円

１年超 242百万円

合計 345百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 102百万円

１年超 190百万円

合計 293百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 98百万円

１年超 208百万円

合計 307百万円

(注)未経過リース料中間期末残高相

当額の算定は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によ

っております。 

(注)     同左 (注)未経過リース料期末残高相当額

の算定は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、支

払利子込み法によっておりま

す。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース
料 

53百万円

減価償却費
相当額 

53百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース
料 

57百万円

減価償却費
相当額 

57百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース
料 

107百万円

減価償却費
相当額 

107百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

  
中間貸借

対照表計上額(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

関連会社株式 845 726 △119

  
中間貸借

対照表計上額(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

関連会社株式 845 733 △112

  
貸借対照表計上額
(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

関連会社株式 845 707 △138



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 968円49銭 １株当たり純資産額 1,029円15銭 １株当たり純資産額 991円87銭

１株当たり中間純利益 24円58銭 １株当たり中間純利益 25円42銭 １株当たり当期純利益 52円81銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり 
中間(当期)純利益 

 

中間(当期)純利益 
(百万円) 

1,821 1,882 3,989

普通株主に帰属しない 
金額(百万円) 

― ― 76

(うち利益処分による 
役員賞与金)(百万円) 

(―) (―) (76)

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円) 

1,821 1,882 3,913

普通株式の 
期中平均株式数(千株) 

74,123 74,084 74,109



(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 
  



(2) 【その他】 

① 決算日後の状況 

平成17年10月22日開催の取締役会において、平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された

株主または同名簿に記載された質権者に対し、第65期中間配当金として１株につき９円、総額666,726,975円を支

払う旨決議しました。 

  

② 重要な訴訟事件等 

㈱損害保険ジャパンは、当社に対して、当社が保管中の商品につき、当社の不法行為により損害を被ったとし

て、損害賠償請求訴訟(総額約47億円)を平成16年１月に東京地方裁判所に提訴し、現在係争中であります。 

当社の見解といたしましては、当該業務において当社の不法行為はないものと考え、正当な論拠を主張するこ

とにより、勝訴することを確信しております。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第64期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月14日

日本梱包運輸倉庫株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本梱

包運輸倉庫株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本梱包運輸倉庫株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  渡  邉  宣  昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  都  甲  孝  一  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管して

おります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

日本梱包運輸倉庫株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本梱

包運輸倉庫株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本梱包運輸倉庫株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  渡  邉  宣  昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  都  甲  孝  一  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管して

おります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月14日

日本梱包運輸倉庫株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本梱

包運輸倉庫株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第64期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本梱包運輸倉庫株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  渡  邉  宣  昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  都  甲  孝  一  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管して

おります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

日本梱包運輸倉庫株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本梱

包運輸倉庫株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第65期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本梱包運輸倉庫株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  渡  邉  宣  昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  都  甲  孝  一  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管して

おります。 
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